
共同住宅における各戸検針・各戸徴収等に関する契約書

長野県企業局　　水道管理事務所長（以下「甲」という。）と共同住宅の受水槽以下の設備（以下「給水設備」という。）の所有者　　　（分譲マンションにあっては、管理組合。以下「乙」という。）とは、乙が設置した水道メーターの検針及び水道料金の徴収その他の取扱いに関し、共同住宅における各戸検針・各戸徴収等に関する事務取扱要領（平成12年2月23日付11企水第223号。以下「要領」という。）に基づき、次のとおり契約を締結する。

（対象住宅）

第1条　この契約の対象となる共同住宅は、次のとおりとする。

　　　　所在地

　　　　共同住宅名

　　　　棟番号・室番号

　　　　戸数・設置水道メーター口径

（隔測メーターの設置）

第2条　乙は、給水設備の各戸水道メーター（以下「隔測メーター」という。）を設置する場合は、
　甲の承認した集中検針方式による隔測メーターを設置するものとする。

（水道料金の算定及び徴収方法）

第3条　甲は、隔測メーターを検針し、各使用者（以下「使用者」という。）ごとに水道料金を請
　求するものとする。
2　水道料金は隔測メーターごとに県営水道条例（昭和38年長野県条例第17号。以下「条例」
　という。）及び県営水道条例施行規程（昭和38年長野県公営企業管理規程第10号。以下「施
　行規程」という。）に定める基本料金と超過料金を合算したものとする。
3　甲が設置した水道メーター（以下「親メーター」という。）で検針した使用水量と隔測メーター
　で検針した使用水量の合計とに差が生じた場合は、次の各号により料金を算定するものとする。

（1）親メーターの使用水量が多い場合は、親メーターの使用水量を使用水量とし、その差の分
は超過料金で算定し、乙から徴収するものとする。

　ただし、検定期間内の適正な隔測メーターが設置されており、隔測メーターの設置されていな
い給水装置はなく、かつ、県営水道指定給水装置工事事業者等の調査によっても漏水が認められ
ない場合等、乙の責任によらないものと甲が認めたときはこの限りでない。

（2）隔測メーターの使用水量の合計が多い場合は、各隔測メーターの使用水量により算定した水
　道料金を当該使用者から徴収するものとする。
4　親メーターの基本料金は徴収しないものとする。
5　水道料金の徴収方法は口座振替扱いとする。ただし、甲が特に認めたときは、納入通知書扱い
　にすることができるものとする。

（水道料金が未払の場合の措置）

第4条　甲は、水道料金の支払いがなされない場合は、次の各号に定める措置をとるものとする。

（1）使用者の未払いについては、当該使用者に対し督促状を発付するとともに乙にこの旨を通知
　するものとする。

（2）前号の督促により、なお支払いのないときは、当該使用者に対し履行催告書及び給水停止予
　告書を発付するとともに乙にこの旨を通知するものとする。

（3）前号の規定により、なお支払いのないときは、当該使用者に給水停止措置をとる旨を乙に

　対し通知し、この措置をとるものとする。
2　乙及び住宅管理人は、水道料金が未払いとならないよう使用者に支払いを促すなど甲の行う料
　金徴収に協力しなければならない。

（漏水した場合の使用水量の取扱い）

第5条　給水設備の故障等で漏水した場合、条例等の規定により使用水量の認定を行うものとする。

（入退居者の取扱い）

第6条　乙は、住宅管理人又は管理組合の代表者に変更が生じるときは、速やかに住宅管理人・管
　理組合代表者変更届（要領様式第3号）を甲に提出するものとする。
２　退居した使用者にかかる水道料金に未払いがあるときは、乙が全額負担するものとする。

（隔測メーターの取替）

第7条　乙は、隔測メーターの計量法（平成4年法律第51号）に基づく検定期間が満了すると
　き又は故障等により正常に作動しない場合は、自らの負担により隔測メーターを取り替えるもの
　とする。
2　前項の規定により隔測メーターの取替を行った場合は、乙は、隔測メーター取替報告書（要領
　様式第４号）を甲に提出するものとする。

（水質の保持及び給水設備の維持管理）

第8条　乙は、受水槽その他の給水にかかる設備について、水質の監視、清潔保持並びに設備の清
　掃、修繕その他の維持管理を行い、水道水質の安全を確保しなければならない。

（契約の解除）

第9条　甲は、乙がこの契約の条項に違反した場合、その是正を求めるものとする。
2　前項の規定によっても違反状態が是正されない場合、甲は、この契約を解除することができる。3　前項の規定により契約を解除した場合において、乙に損害が生じても、甲は、その責を負わな
　いものとする。

（契約の周知等）

第10条　乙は、この契約の内容について、使用者に周知徹底しておかなければならない。
2　乙は、この契約の内容に関し、使用者から苦情その他異議申し立てが生じた場合は、甲に直接
　関わるものを除き、自らの責任において解決しなければならない。

（その他）

第11条　この契約に定めのない事項については、条例及び施行規程に準じ、甲、乙協議の上、定めるものとする。
（契約の有効期間）

第12条　この契約の有効期間は、　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までとする。ただ
　し、有効期間が満了する1月前までに甲又は乙から更新について異議の申し立てがないときは、
　さらに本契約を1年間更新するものとし、以後も同様とする。

　この契約の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ1通を保
有するものとする。
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